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Ⅲ．令和５年度体系別事業計画及び令和４年度実績一覧（令和５年４月１日時点）

１．消費者行政の総合調整１．消費者行政の総合調整１．消費者行政の総合調整１．消費者行政の総合調整

 (1) 総合調整 (1) 総合調整 (1) 総合調整 (1) 総合調整

Ｒ５年度 Ｒ４年度

奈良県消費生活審議

会及び部会の運営

（奈良県消費生活条

例）

　消費生活の安定及び向上に関する施策の基本的事項、その他施

策の実施に関し、重要な事項を調査・審議するため消費生活審議

会の適正な運営を図る。

　_た、消費者Îに関する施策の~ò・�Úを調査・審議する

ため、必要に応じて部会を設置し、適正な運営を図る。

【構成】消費者、事業者、学識経験者からなる委員及び専門委員

【Ｒ４年度実績】１回開催（R5.3.17）

【Ｒ５年度予定】２回開催

439 439

消費・生活安全

課消費者行政係

消費生活条例Ó及Ê

進事業

　消費者、事業者といVた県民に²し「条例」の基本的な
NÑ

や内容について広報し、「消費者の意識向上」「事業者の法令遵

守意識向上」「条例の実効性確保」「規制内容の周知」を図ると

ともに、条例違反の事業者には行政指導を行う。

－ －

消費・生活安全

課消費者行政係

 (�) �0Q��#$�H (�) �0Q��#$�H (�) �0Q��#$�H (�) �0Q��#$�H

市町村との連絡調整

（消費者基本法、奈

良県消費生活条例）

　市町村との連携を°にし、消費者行政の円ë、効Ø的なÊ進を

図る。

１．市町村消費者行政担当課長会議の開催

　【Ｒ４年度実績】R4.9.1開催

　　・消費生活相談の状況について

　　・ìã�à被害の状況及び²策について

　　・見守りljトワークの設置について

　　・消費者行政¿�z|)の活ðについて

　【Ｒ５年度予定】１回開催

２．市町村消費者行政担当�員û�会の開催

　【Ｒ４年度実績】開催なし

　【Ｒ５年度予定】必要に応じて開催をÛ�

３．消費生活相談緊急情報等の提供

４．相談事例等の情報�0

42 48 消費・生活安全

課消費者行政係

関係機関との連絡調

整（消費者基本法、

奈良県消費生活条

例）

　消費者º、�生��省、)�º、経ê産業省近畿経ê産業局、

農林水産省近畿農政局、公正取引委員会、近畿各府県、消費者団

体、業界団体、県各部局等との連絡調整・会議

259 176

消費・生活安全

課消費者行政係

『消費者行政の概

要』の作成

　県の消費者行政の概要を体�的に_とめ、県関係課、市町村等

と協力・連携し、消費者行政施策を円ëに¶開する。

【Ｒ４年度実績】200部作成

【Ｒ５年度予定】200部作成

139 81

消費・生活安全

課消費者行政係

消費者安全確保地域

協議会

（奈良県見守りlj

トワーク）の運営、

会議の開催

　34者、/害者、�知õ等にcり�Ð力Pw��となVたÑの

消費者被害を.áするため、þý関係者や医療関係者、警察や消

費者団体、民間事業者、自治会など、地域で見守る多様な団体と

連携・協力し、消費者被害のない安全安心な社会の構築に取り組

む。

【Ｒ４年度実績】開催なし（次年度に延期）

【Ｒ５年度予定】第１回を開催

730 －

消費・生活安全

課消費者行政係

消費者団体の成 　消費者、事業者、消費者団体、専門家、関係機関P連携・協力

して消費者問題に当たVていくためのljトワークを設�し、消

費者被害のない安全安心な社会の構築に取り組む。

－ －

消費・生活安全

課消費者行政係

消費生活セン

ター

当初予算額

（単位：千円）

事業名

(根拠法令等)

事　　業　　の　　概　　要　　等　 所　管　課
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Ｒ５年度 Ｒ４年度

市町村消費者行政の

体制整備

（奈良県消費生活条

例）

　市町村と県との連携を図り、県消費生活条例に基づいた消費者

行政の体制整備を行う。

・消費生活相談窓口の設置拡充等

・窓口設置数　28か所　　・窓口設置市町村数　39(全)市町村

－ －

消費・生活安全

課消費者行政係

市町村の相談窓口の

支援

　県消費生活センターに市町村支援のための消費生活相談員や弁

護士等を配置し、市町村の解決困難事案を支援する。

　県消費生活センターに市町村相談員³用ダイヤルを設置し、市

町村からの問い合わせに対応し、必要に応じて相談員を派遣し、

困難事案の相談処理に��する。

　_た、相談員のための弁護士相談を実施していない市町村向け

に弁護士等による相談を月２回実施する。

495 495

消費生活セン

ター

消費生活相談事業

（奈良県消費生活条

例、奈良県消費生活

センター条例）

　商品やサービスの購入等、消費生活全般についての相談事業を

行うととaに、苦情処理に係る商品nストを実施し、消費者から

の相談の解決を図る。_た、市町村を含む県内の消費生活相談員

の資質向上を図るため、定期的に事例研究会等を開催する。

【Ｒ４年度実績】相談件数（奈良）　3,333件

　　　　　　　　　　　　（中南和）1,371件

　　　　　　　　商品nスト件数　　　３件

　　　　　　　　苦情処理事例研究会　11回

　　　　　　　　相談員研�会　　0合３回

【Ｒ５年度予定】苦情処理事例研究会、相談員研�会の開催

3,211 3,313

消費生活セン

ター

同中南和相談所

食の安全相談窓口の

開設

　食品の安全Äに-する相談を、県内３�健所（郡山・中和・吉

野）で行う。

－ － ��健所

消費生活相談事業

（市町村支援・消費

者教育）

　市町村窓口を支援するととaに、消費者教育を推進するため、

県消費生活センターに総合的市町村窓口支援t�デ|ーサー�^

消費者教育コーディネーターを配置する。

15,784 14,798

消費生活セン

ター

事業者支援の¿�
　厳正な法執行や消費生活相談情¦等を総合的に活用し、消費者

トラブルを的üに解決するため、県消費生活センターに消費者ト

ラブル解決支援指導員を配置する。

－ －

消費生活セン

ター

奈良県商Å会連合会

活動推進事業におけ

る無料相談事業

　県内商Å業者が抱える法律上・税法上の諸問題、経営の改善、

特許、Tの{経営上の諸問題について商Å会等に無料相談所を開

設し、顧問弁護士、税理士、中Â企業診断士、Tの{³+の相談

員が相談・指導に当たり問題解決を図る。

309 309 £¤ï業課

多重債務対策の推進

　多重債務に係る相談窓口の�ú・啓発や研�会の開催により、

多重債務対策の推進を図る。

１．相談窓口案内・債務整理方法案内チラシの作成・配Æ

　【Ｒ４年度実績】10,000部作成

　【Ｒ５年度予定】10,000部作成

２．相談窓口等について県äだより奈良に掲載

83 50

消費・生活安全

課消費者行政係

奈良県#営%正�¨

員会の設置#営

（社会福祉法）

　#営%正�¨員会を奈良県社会福祉��会に設置し、福祉サー

ビスに-する利用者等からの苦情を%切に解決することにより、

福祉サービスを%切かつ安心して利用でMるようにする。

7,684 7,684 £¤福祉課

事業名

（根拠法}等）

事　　業　　の　　Ý　　要　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

田原本町消費生活相談室

上牧町消費生活相談室

王寺町消費生活相談室

広陵町消費生活相談窓口

河合町消費生活相談室

三宅町消費生活相談窓口

Ｒ５年度 Ｒ４年度

奈良県食品安全・安

心推進本部の運営

（食品�生法、食品

表示法、景品表示

法、�薬取締法{各

関係法令）

　「なら食の安全・安心確保の推進基本方針」に基づく各種施策

の総合的かつ効果的な推進を図るため、「奈良県食品安全・安心

推進本部」の下、関係部局・課等の相互の!Ìを¿化する。

－ －

消費・生活安全

課食品安全推進

係

市町村消費者行政活

性化助成事業交付金

　市町村P行M消費者行政活性化事業の取組を支援する。

　市町村では、消費生活センターの新設をはじめ消費生活相談窓

口の拡充等相談体制の整備に取り組[。

　_た、相談�のレベルアップのためのû�参加を支援する。

　住民を対象にした消費者Îb啓発等に取り組[。

60,155 25,249

消費・生活安全

課消費者行政係

（３）消費者意向の反映（３）消費者意向の反映（３）消費者意向の反映（３）消費者意向の反映

消費者等とのÆ�交

換促進事業

・奈良県食品安全・安心懇話会の運営

　県�の生ï者、製造・加工業者、流通業者、消費者代表者及び

学識経験者等からなる懇話会を設	し、Æ�交換を行Mととaに

食品の安全性の確保に関する施策の策¬に当たVて県民のÆ�を

反映する。

・リスクコミュニケーションの実施

　食の安全に関し、コミュニケーションの推進を図り、消費者へ

のÅ¦Ë�の充実を促進する。

【Ｒ４年度実績】

　食品�生に関する動画を作成して県ホームページに掲載した。

804 822

消費・生活安全

課食品安全推進

係

２．消費生活相談等の充実２．消費生活相談等の充実２．消費生活相談等の充実２．消費生活相談等の充実

（�）�C+[�@B.3のK1（�）�C+[�@B.3のK1（�）�C+[�@B.3のK1（�）�C+[�@B.3のK1

消費生活Å¦lッk

ワークの構築

（消費者基本法）

　独立行政法人国民生活センターと県�の消費生活相談窓口を結

ぶ全国消費生活Å¦lッkワーク・シスnム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）

を活ðして全国の消費生活Å¦を共有することにより、相談業務

の円ë化を推進する。

－ －

消費生活セン

ター

同中南和相談所

事業名

(根拠法令等)

事　　業　　の　　Ý　　�　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

独立行政法人国民生活センター

奈良県消費生活センター中南和相談所

奈良県消費生活センター

平群町消費生活相談窓口

葛城市消費生活相談窓口

奈良市消費生活センター

香芝市消費生活センター

桜井市消費生活センター

御所市消費生活相談窓口

生駒市消費生活センター

三郷町消費生活相談窓口

大和高田市消費生活センター

大和7市消費�センター

天理市消費生活センター

橿原市消費生活センター

安堵町消費生活相談窓口

斑鳩町消費生活相談窓口

川西町消費生活相談窓口

－ 12－ － 13－



Ｒ５年度 Ｒ４年度

市町村消費者行政の

体制整備

（奈良県消費生活条
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・窓口設置数　28か所　　・窓口設置市町村数　39(全)市町村

－ －

消費・生活安全

課消費者行政係

市町村の相談窓口の

支援

　県消費生活センターに市町村支援のための消費生活相談員や弁

護士等を配置し、市町村の解決困難事案を支援する。

　県消費生活センターに市町村相談員³用ダイヤルを設置し、市

町村からの問い合わせに対応し、必要に応じて相談員を派遣し、

困難事案の相談処理に��する。

　_た、相談員のための弁護士相談を実施していない市町村向け

に弁護士等による相談を月２回実施する。

495 495

消費生活セン

ター

消費生活相談事業

（奈良県消費生活条

例、奈良県消費生活

センター条例）

　商品やサービスの購入等、消費生活全般についての相談事業を

行うととaに、苦情処理に係る商品nストを実施し、消費者から

の相談の解決を図る。_た、市町村を含む県内の消費生活相談員

の資質向上を図るため、定期的に事例研究会等を開催する。

【Ｒ４年度実績】相談件数（奈良）　3,333件

　　　　　　　　　　　　（中南和）1,371件

　　　　　　　　商品nスト件数　　　３件

　　　　　　　　苦情処理事例研究会　11回

　　　　　　　　相談員研�会　　0合３回

【Ｒ５年度予定】苦情処理事例研究会、相談員研�会の開催

3,211 3,313

消費生活セン

ター

同中南和相談所

食の安全相談窓口の

開設

　食品の安全Äに-する相談を、県内３�健所（郡山・中和・吉

野）で行う。

－ － ��健所

消費生活相談事業

（市町村支援・消費

者教育）

　市町村窓口を支援するととaに、消費者教育を推進するため、

県消費生活センターに総合的市町村窓口支援t�デ|ーサー�^

消費者教育コーディネーターを配置する。

15,784 14,798

消費生活セン

ター

事業者支援の¿�
　厳正な法執行や消費生活相談情¦等を総合的に活用し、消費者

トラブルを的üに解決するため、県消費生活センターに消費者ト

ラブル解決支援指導員を配置する。

－ －

消費生活セン

ター

奈良県商Å会連合会

活動推進事業におけ

る無料相談事業

　県内商Å業者が抱える法律上・税法上の諸問題、経営の改善、

特許、Tの{経営上の諸問題について商Å会等に無料相談所を開

設し、顧問弁護士、税理士、中Â企業診断士、Tの{³+の相談

員が相談・指導に当たり問題解決を図る。

309 309 £¤ï業課

多重債務対策の推進

　多重債務に係る相談窓口の�ú・啓発や研�会の開催により、

多重債務対策の推進を図る。

１．相談窓口案内・債務整理方法案内チラシの作成・配Æ

　【Ｒ４年度実績】10,000部作成

　【Ｒ５年度予定】10,000部作成

２．相談窓口等について県äだより奈良に掲載

83 50

消費・生活安全

課消費者行政係

奈良県#営%正�¨

員会の設置#営

（社会福祉法）

　#営%正�¨員会を奈良県社会福祉��会に設置し、福祉サー

ビスに-する利用者等からの苦情を%切に解決することにより、

福祉サービスを%切かつ安心して利用でMるようにする。

7,684 7,684 £¤福祉課

事業名

（根拠法}等）

事　　業　　の　　Ý　　要　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

田原本町消費生活相談室

上牧町消費生活相談室

王寺町消費生活相談室

広陵町消費生活相談窓口

河合町消費生活相談室

三宅町消費生活相談窓口

Ｒ５年度 Ｒ４年度

奈良県食品安全・安

心推進本部の運営

（食品�生法、食品

表示法、景品表示

法、�薬取締法{各

関係法令）

　「なら食の安全・安心確保の推進基本方針」に基づく各種施策

の総合的かつ効果的な推進を図るため、「奈良県食品安全・安心

推進本部」の下、関係部局・課等の相互の!Ìを¿化する。

－ －

消費・生活安全

課食品安全推進

係

市町村消費者行政活

性化助成事業交付金

　市町村P行M消費者行政活性化事業の取組を支援する。

　市町村では、消費生活センターの新設をはじめ消費生活相談窓

口の拡充等相談体制の整備に取り組[。

　_た、相談�のレベルアップのためのû�参加を支援する。

　住民を対象にした消費者Îb啓発等に取り組[。

60,155 25,249

消費・生活安全

課消費者行政係

（３）消費者意向の反映（３）消費者意向の反映（３）消費者意向の反映（３）消費者意向の反映

消費者等とのÆ�交

換促進事業

・奈良県食品安全・安心懇話会の運営

　県�の生ï者、製造・加工業者、流通業者、消費者代表者及び

学識経験者等からなる懇話会を設	し、Æ�交換を行Mととaに

食品の安全性の確保に関する施策の策¬に当たVて県民のÆ�を

反映する。

・リスクコミュニケーションの実施

　食の安全に関し、コミュニケーションの推進を図り、消費者へ

のÅ¦Ë�の充実を促進する。

【Ｒ４年度実績】

　食品�生に関する動画を作成して県ホームページに掲載した。

804 822

消費・生活安全

課食品安全推進

係

２．消費生活相談等の充実２．消費生活相談等の充実２．消費生活相談等の充実２．消費生活相談等の充実

（�）�C+[�@B.3のK1（�）�C+[�@B.3のK1（�）�C+[�@B.3のK1（�）�C+[�@B.3のK1

消費生活Å¦lッk

ワークの構築

（消費者基本法）

　独立行政法人国民生活センターと県�の消費生活相談窓口を結

ぶ全国消費生活Å¦lッkワーク・シスnム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）

を活ðして全国の消費生活Å¦を共有することにより、相談業務

の円ë化を推進する。

－ －

消費生活セン

ター

同中南和相談所

事業名

(根拠法令等)

事　　業　　の　　Ý　　�　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

独立行政法人国民生活センター

奈良県消費生活センター中南和相談所

奈良県消費生活センター

平群町消費生活相談窓口

葛城市消費生活相談窓口

奈良市消費生活センター

香芝市消費生活センター

桜井市消費生活センター

御所市消費生活相談窓口

生駒市消費生活センター

三郷町消費生活相談窓口

大和高田市消費生活センター

大和7市消費�センター

天理市消費生活センター

橿原市消費生活センター

安堵町消費生活相談窓口

斑鳩町消費生活相談窓口

川西町消費生活相談窓口

－ 12－ － 13－



Ｒ５年度 Ｒ４年度

事業者指導の強化

　悪質事業者を排除するため、消費・生活安全課に事業者指導専

門員を配置し、事業者指導を強化する。

　_た、消費生活センターに消費者トラブル解決支援指導員を配

置し、消費生活÷�等を総合的に活用して消費者トラブルの解決

を図る。

－ －

消費・生活安全

課消費者行政係

農薬適正使用推進対

策事業

　農薬取扱業者、農業者等農薬使用者に対する研修指導等を行

い、農薬による危害防止、適正な保管管理、安全使用を徹底し、

安全な農産物の安定生産を図る。

【Ｒ４年度実績】

　・農薬安全使用研修�の,�（７月20日、;月17日）

　・農薬管理指導士の成

　・研修�の,�

　・養成研修（１月19日～20日）、更新研修（１月13日、31日）

【Ｒ５年度予定】

　・農薬安全使用研修�､農薬管理指導士養成/更新研修�の,�

1,048 1,048 農業å産振興課

薬事監視指導事業

（医薬品医療機器等

法、毒物及び劇物取

締法）

　w�、w正医薬品の¸場からの排除はもとより、安全で有効な

医薬品等の流通を図り、ùä生活の安全ü保を充実する。

2q1 2q2 薬務課

麻薬取締事業

　麻薬等が医療及び©術研究以外の用途に使用されることによっ

て生ずる保健衛生上の危害を防止するため、その製造、譲渡、譲

受、所持、Ò用等に関しÁ�な取締り及び指導を行う。

418 474 薬務課

毒物劇物取締事業
　毒物及び劇物取締法に¥づく製造業、販売業の登録等事業を行

うとともに、毒物劇物の適正な取扱等について啓発することによ

り、毒物劇物による保健衛生上の危害発生を未然に防止する。

1,313 1,297 薬務課

貸金業登録及び監ú

指導業務

　貸金業者に対し、登録を実Òし、�入検査等を行い、事業者の

適正な業務運営について指導する。

9 8 地域産業課

消費生活用製品安全

法に¥づく調査事務

（消費生活用製品安

全法）

　危;性の高い消費生活用製品（特定製品）の製造及び販売を�

制するとともに、経年劣化により安全上支障が生じ、特に重大な

危害を及ぼすおそれが多い消費生活用製品（特定保守製品）の適

切な保守を促進し、併せて製品事故に関するÅ¦の�0及びË�

等の措置を講じることにより、一般消費者の利益を保護する。

　ùは、特定製品・特定保守製品の販売¡への調査を実Òし、一

般消費者の生命又は身体に対する危害の発生の防止を図る。

－ － 地域産業課

ガス火薬電気保安事

業

（高圧ガス保安法、

液化石油ガスの保安

のü保及び取¾の適

正化に関する法律、

火薬類取締法、電気

工事業の業務の適正

化に関する法律、電

気工事士法、電気用

品安全法、ガス事業

法）

　高圧ガス、液化石油ガス、火薬類及び電気工事による災害を防

止し、公共の安全を図る。

・高圧ガス・液化石油ガスの一般消費者等に対する販売及びガス

器|等の販売等を�制することにより、災害の防止と取¾の適正

化を図る。

・火薬類の販売、消費等を�制することにより、災害の防止と公

共の安全ü保を図る。

・電気工事士の免状交付、電気工事業の登録及び業務の�制を行

い、電気工事業務の適正な実Òを図ることにより、電気設備の保

安のü保を図る。

・電気用品の販売を�制することにより、電気用品による危;及

び障害の発生を防止する。

・ガス用品の販売を�制することにより、公共の安全をü保し、

併せて公害の防止を図る。

【Ｒ４年度実績】

　・高圧ガス・液化石油ガス販売事業者への�入検査：30事業所

　・火薬類消費事業者への�入検査　　　　　　　　：18事業者

　・液化石油ガス器|等、電気用品、ガス用品の販売¡

　　への�入検査　　　　　　　　　　　　　　　　：８事業者

908 823 消防救急課

事業名

（根拠法}等）

事　　業　　の　　Ý　　�　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

Ｒ５年度 Ｒ４年度

医療安全推進対策事

業

　医療に関する患者等の苦情や相談等に迅速に対応し、医療機関

への情報提供、指導等を実施する体制の整備により、医療の安全

と信頼を高める。

　・医療安全相談窓口の運営　Ôº、各保健所

【Ｒ４年度実績】629件

116 116 地域医療連携課

小児救急医療電話相

談事業

　夜間、休日等に小児救急に関する保護者等の電話相談に看護師

（必要に応じて小児ü医）が対応し、医療機関への不要な受診を

抑制するとともに、患者の家族に対して安心感を与えるための施

策を行う。

　　携帯電話・プッシュ回線　♯8000

　　ＩＰ電話・ダイヤル回線　0742-20-8119

【Ｒ４年度実績】19,827件

40,490 35,640 地域医療連携課

奈良県救急安心jン

ター運営事業

　24時間体制で、医師や看護師が救急患者の医療相談に応じ、ま

た、オペレーターが医療機関をÚ�することにより、真に急ぐべ

き患者が受診を控えることのないよう誘導するとともに、不要な

救急車の要請を抑制、適正な救急医療のü保を推進する。

　　携帯電話・プッシュ回線　♯7119

　　ＩＰ電話・ダイヤル回線　0744-20-0119

【Ｒ４年度実績】76,160件

128,537 129,437 地域医療連携課

住まい相談窓口普及

促進事業

　行Í機関等における住¿�rbームに関する相談窓口担当者向

けに講習会を開催し、住¿相談窓口の充実を図る。

【Ｒ４年度実績】講習会０回

【Ｒ５年度予定】講習会１回

－ －

住まいまちづく

り課

マンション管理に係

る無料相談事業

（マンション管理の

適正化の推進に関す

る法律）

　マンションにおける良好な居住環境のü保を図るため、マン

ション管理»が管理組合の運営やマンションの�繕、日常生活に

関わるkラブルとTの対処などの無料相談を関連¡体（ＮＰＯ法

人を含む。）と共催により実施する。

【Ｒ４年度実績】相談件数　2,119件

【Ｒ５年度予定】相談　　　随時

－ －

住まいまちづく

り課

悪質商法相談業務

　悪質なì定商取引等に関する相談業務を行う。

－ － 県警生活環境課

（２）消費者被害の救済（２）消費者被害の救済（２）消費者被害の救済（２）消費者被害の救済

奈良県消費生活±�

会・苦情処理部会の

運営

（奈良県消費生活条

例）

　消費者Odの苦情のうち、解決が著しく困難であると認めdれ

る苦情について、あっせん又は調停を行う。

89 89

消費・生活安全

課消費者行Í係

消費者訴訟費用の貸

付

（奈良県消費生活条

例、同条例施行規

則）

　消費者が商±又は役務等の取引によって受けた�害に関して事

業者を相手に訴訟を提起する場合に、訴訟費用の貸付を行う。

　①　限度額：１件50万円

　②　利　息：無利息

　③　条　件：貸付要件に該当すること

　④　貸付額：知事が認める額

　⑤　Tの{：増額貸付制度がある

1,000 1,000

消費・生活安全

課消費者行Í係

３．消費生活の安全の確保３．消費生活の安全の確保３．消費生活の安全の確保３．消費生活の安全の確保

（�）EA+8�&（�）EA+8�&（�）EA+8�&（�）EA+8�&

食の安全みはり番事

業

（食±衛生法、食±

表示法）

　奈良県の食±衛生の監視指導については、「奈良県食±衛生監

視指導計画」を策定し、食±による危害の発生の未然防止と食±

等の衛生ü保を図るため、県�;保健所に、食±衛生監視員を配

置し、衛生管理の徹底及び監視指導の¿化を行う。

【Ｒ４年度実績】

　・監視施設数　許可を要する施設　：2,769施設

　　　　　　　　許可を要しない施設：1,015施設

3,105 3,139

消費・生活安全

課食±安全推進

係

各保健所

事業名

（根拠法}等）

事　　業　　の　　Ý　　要　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

－ 14－ － 15－



Ｒ５年度 Ｒ４年度

事業者指導の強化

　悪質事業者を排除するため、消費・生活安全課に事業者指導専

門員を配置し、事業者指導を強化する。

　_た、消費生活センターに消費者トラブル解決支援指導員を配

置し、消費生活÷�等を総合的に活用して消費者トラブルの解決

を図る。

－ －

消費・生活安全

課消費者行政係

農薬適正使用推進対

策事業

　農薬取扱業者、農業者等農薬使用者に対する研修指導等を行

い、農薬による危害防止、適正な保管管理、安全使用を徹底し、

安全な農産物の安定生産を図る。

【Ｒ４年度実績】

　・農薬安全使用研修�の,�（７月20日、;月17日）

　・農薬管理指導士の成

　・研修�の,�

　・養成研修（１月19日～20日）、更新研修（１月13日、31日）

【Ｒ５年度予定】

　・農薬安全使用研修�､農薬管理指導士養成/更新研修�の,�

1,048 1,048 農業å産振興課

薬事監視指導事業

（医薬品医療機器等

法、毒物及び劇物取

締法）

　w�、w正医薬品の¸場からの排除はもとより、安全で有効な

医薬品等の流通を図り、ùä生活の安全ü保を充実する。

2q1 2q2 薬務課

麻薬取締事業

　麻薬等が医療及び©術研究以外の用途に使用されることによっ

て生ずる保健衛生上の危害を防止するため、その製造、譲渡、譲

受、所持、Ò用等に関しÁ�な取締り及び指導を行う。

418 474 薬務課

毒物劇物取締事業
　毒物及び劇物取締法に¥づく製造業、販売業の登録等事業を行

うとともに、毒物劇物の適正な取扱等について啓発することによ

り、毒物劇物による保健衛生上の危害発生を未然に防止する。

1,313 1,297 薬務課

貸金業登録及び監ú

指導業務

　貸金業者に対し、登録を実Òし、�入検査等を行い、事業者の

適正な業務運営について指導する。

9 8 地域産業課

消費生活用製品安全

法に¥づく調査事務

（消費生活用製品安

全法）

　危;性の高い消費生活用製品（特定製品）の製造及び販売を�

制するとともに、経年劣化により安全上支障が生じ、特に重大な

危害を及ぼすおそれが多い消費生活用製品（特定保守製品）の適

切な保守を促進し、併せて製品事故に関するÅ¦の�0及びË�

等の措置を講じることにより、一般消費者の利益を保護する。

　ùは、特定製品・特定保守製品の販売¡への調査を実Òし、一

般消費者の生命又は身体に対する危害の発生の防止を図る。

－ － 地域産業課

ガス火薬電気保安事

業

（高圧ガス保安法、

液化石油ガスの保安

のü保及び取¾の適

正化に関する法律、

火薬類取締法、電気

工事業の業務の適正

化に関する法律、電

気工事士法、電気用

品安全法、ガス事業

法）

　高圧ガス、液化石油ガス、火薬類及び電気工事による災害を防

止し、公共の安全を図る。

・高圧ガス・液化石油ガスの一般消費者等に対する販売及びガス

器|等の販売等を�制することにより、災害の防止と取¾の適正

化を図る。

・火薬類の販売、消費等を�制することにより、災害の防止と公

共の安全ü保を図る。

・電気工事士の免状交付、電気工事業の登録及び業務の�制を行

い、電気工事業務の適正な実Òを図ることにより、電気設備の保

安のü保を図る。

・電気用品の販売を�制することにより、電気用品による危;及

び障害の発生を防止する。

・ガス用品の販売を�制することにより、公共の安全をü保し、

併せて公害の防止を図る。

【Ｒ４年度実績】

　・高圧ガス・液化石油ガス販売事業者への�入検査：30事業所

　・火薬類消費事業者への�入検査　　　　　　　　：18事業者

　・液化石油ガス器|等、電気用品、ガス用品の販売¡

　　への�入検査　　　　　　　　　　　　　　　　：８事業者

908 823 消防救急課

事業名

（根拠法}等）

事　　業　　の　　Ý　　�　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

Ｒ５年度 Ｒ４年度

医療安全推進対策事

業

　医療に関する患者等の苦情や相談等に迅速に対応し、医療機関

への情報提供、指導等を実施する体制の整備により、医療の安全

と信頼を高める。

　・医療安全相談窓口の運営　Ôº、各保健所

【Ｒ４年度実績】629件

116 116 地域医療連携課

小児救急医療電話相

談事業

　夜間、休日等に小児救急に関する保護者等の電話相談に看護師

（必要に応じて小児ü医）が対応し、医療機関への不要な受診を

抑制するとともに、患者の家族に対して安心感を与えるための施

策を行う。

　　携帯電話・プッシュ回線　♯8000

　　ＩＰ電話・ダイヤル回線　0742-20-8119

【Ｒ４年度実績】19,827件

40,490 35,640 地域医療連携課

奈良県救急安心jン

ター運営事業

　24時間体制で、医師や看護師が救急患者の医療相談に応じ、ま

た、オペレーターが医療機関をÚ�することにより、真に急ぐべ

き患者が受診を控えることのないよう誘導するとともに、不要な

救急車の要請を抑制、適正な救急医療のü保を推進する。

　　携帯電話・プッシュ回線　♯7119

　　ＩＰ電話・ダイヤル回線　0744-20-0119

【Ｒ４年度実績】76,160件

128,537 129,437 地域医療連携課

住まい相談窓口普及

促進事業

　行Í機関等における住¿�rbームに関する相談窓口担当者向

けに講習会を開催し、住¿相談窓口の充実を図る。

【Ｒ４年度実績】講習会０回

【Ｒ５年度予定】講習会１回

－ －

住まいまちづく

り課

マンション管理に係

る無料相談事業

（マンション管理の

適正化の推進に関す

る法律）

　マンションにおける良好な居住環境のü保を図るため、マン

ション管理»が管理組合の運営やマンションの�繕、日常生活に

関わるkラブルとTの対処などの無料相談を関連¡体（ＮＰＯ法

人を含む。）と共催により実施する。

【Ｒ４年度実績】相談件数　2,119件

【Ｒ５年度予定】相談　　　随時

－ －

住まいまちづく

り課

悪質商法相談業務

　悪質なì定商取引等に関する相談業務を行う。

－ － 県警生活環境課

（２）消費者被害の救済（２）消費者被害の救済（２）消費者被害の救済（２）消費者被害の救済

奈良県消費生活±�

会・苦情処理部会の

運営

（奈良県消費生活条

例）

　消費者Odの苦情のうち、解決が著しく困難であると認めdれ

る苦情について、あっせん又は調停を行う。

89 89

消費・生活安全

課消費者行Í係

消費者訴訟費用の貸

付

（奈良県消費生活条

例、同条例施行規

則）

　消費者が商±又は役務等の取引によって受けた�害に関して事

業者を相手に訴訟を提起する場合に、訴訟費用の貸付を行う。

　①　限度額：１件50万円

　②　利　息：無利息

　③　条　件：貸付要件に該当すること

　④　貸付額：知事が認める額

　⑤　Tの{：増額貸付制度がある

1,000 1,000

消費・生活安全

課消費者行Í係

３．消費生活の安全の確保３．消費生活の安全の確保３．消費生活の安全の確保３．消費生活の安全の確保

（�）EA+8�&（�）EA+8�&（�）EA+8�&（�）EA+8�&

食の安全みはり番事

業

（食±衛生法、食±

表示法）

　奈良県の食±衛生の監視指導については、「奈良県食±衛生監

視指導計画」を策定し、食±による危害の発生の未然防止と食±

等の衛生ü保を図るため、県�;保健所に、食±衛生監視員を配

置し、衛生管理の徹底及び監視指導の¿化を行う。

【Ｒ４年度実績】

　・監視施設数　許可を要する施設　：2,769施設

　　　　　　　　許可を要しない施設：1,015施設

3,105 3,139

消費・生活安全

課食±安全推進

係

各保健所

事業名

（根拠法}等）

事　　業　　の　　Ý　　要　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

－ 14－ － 15－



４．適正な消費者取引の確保４．適正な消費者取引の確保４．適正な消費者取引の確保４．適正な消費者取引の確保

（１）表示・規格・計量の適正化（１）表示・規格・計量の適正化（１）表示・規格・計量の適正化（１）表示・規格・計量の適正化

Ｒ５年度 Ｒ４年度

不当景品類及び不当

表示防止法の適正運

用

（不当景品類及び不

当表示防止法）

　不当景品類及び不当表示防止法を適正に運用することにより、

商品や役務等の取引に関する不当な顧客誘引を防止する。

１．消費者庁、農林水産省近畿農政局、近畿各府県、その他関係

　団体との連絡調Ï・会議

２．消費生活相談窓口への法に関する情報提供・解釈指導

３．被疑事件の調査

　(1) 職権探知による調査

　(2) î告及び通知による調査

　(3) 公正取引協議会との連携による集中指導

４．悪質事業者に²する行政指導・行政処分

【Ｒ４年度実�】

　・一般社団法人関西広告審査協会「奈良県関係官庁連絡会」等

【Ｒ５年度予定】

　・一般社団法人関西広告審査協会「奈良県関係官庁連絡会」等

12 26

消費・生活安全

課消費者行政係

自主基準設定に関す

る事業

（不当景品類及び不

当表示防止法）

　事業者団体P自主商品に関する表示方法や景品提供の方法につ

いて定める（＝自主基準の設定）ことにより、消費者の適正な選

択を確保し、また、事業者間の公正な競争の促進を図る。

 K県内の事業者団体における自主基準設定状況＞

　　・吉野葛適正表示基準（S58.9.1施行）

　　・油菓子の表示に関する自主基準（S60.10.1施行）

－ －

消費・生活安全

課消費者行政係

家庭用品品質表示法

に基づく調査事務

（家庭用品品質表示

法）

　消費者P商品を選択する際の目安となるよう、「家庭用品品質

表示法」では、品目を指定し、その材質や取扱方法について表示

事1を定めている。

　県は、指定された品目で表示事1を表示していなかったり、表

示の標準をªdない事業者などに²する指示、また、その状況に

応じて立入検査を実施し、家庭用品の品質に関する表示の適正化

を図る。

－ － £¤産業課

食品表示適正化事業

（食品表示法）

　食品表示法に基づく食品表示の適正化を推進するため、食品表

示の状況を日常的にモニターし県に報告する食品表示fポーター

を公募により100名程度選nし、不適正表示に²する監視及び指

導の強化を図る。

　食品表示110番を設置・運�し、疑�情報を収集する。

【Ｒ４年度実�】

 　食品表示fポーターによる表示確認回数　1,499回

16 16

消費・生活安全

課食品安全推進

係

計量器の検定・検査

（計量法）

　取引・証明における適正計量を確保するため、使用中の質量計

について精度確認の定期検査を行う。

　また、県内事業者に²して適正な計量の実施P確保されている

かについて確認し、必要な措置を講じるため立入検査及び巡回指

導を行う。

1,251 1,552

産業振興総合セ

ンター

適正計量推進事業

　県内事業者における流通商品の適正な計量&�を促進するた

め、全国一Â商品量目立入検査と連動した商品の買上・検査を行

う。

【Ｒ４年度実�】中元期・年末期　２回実施

【Ｒ５年度予定】中元期・年末期　２回実施

265 265

産業振興総合セ

ンター

計量¯のÓ及事業

　計量行政の適正な執行のため、都道府県計量行政協議会等を通

じて、国及び都道府県等との情報z換を図る。また、適正な計量

の実施を確保するために主n計量者講を実施する。

629 564

産業振興総合セ

ンター

事業名

(ë×法}等)

事　　業　　の　　Ý　　要　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

Ｒ５年度 Ｒ４年度

危険物行政推進事業

（消防法）

　危険物取扱者及び消防設備士に対する法定講習を行い危険物等

に係る災害を防止する。

　・危険物取扱者及び消防設備士の法定講習委託事務

【Ｒ４年度実績】

　講習会 ・危険物取扱者 I回（５月、６月、９月(２回)、

　　　　　　　　　　　　　　　10月、11月、12月、2月）

　　　　 ・消防設備士　 ２回（７月、２月）

6,518 5,883 消防救急課

悪質商法等取締り 　悪質な生活侵害事犯等の取締りを推進する。 － － 県警生活環境課

（２）試験・検査及び調査（２）試験・検査及び調査（２）試験・検査及び調査（２）試験・検査及び調査

食品の検査にcる安

全確認事業

（食品�生法、食品

表示法）

　消費者に安全性の3い食品を�給するため、食品�に含まれる

食品添加物、残留農薬・動物用医薬品、食�毒原因菌及び遺伝子

組換え食品等の試験検査を実施する。

【Ｒ４年度実績】�去検査　643検体

　　　　　　　　・県産農産物bニタリング調査　103検体

16,61u 21,032

消費・生活安全

課食品安全推進

係

食品�生検査所

保健研究セン

ター

伝達性海綿状脳症

※

スクリーニング検査

（と畜場法等）

（※牛海綿状脳症

(BSE)を含[）

　§�県食肉センターに搬入される牛、めん羊及び山羊にWい

て、と畜場法等に¥づき「と畜検査F及び「伝達性海綿状脳症ス

クリーニング検査Fを実施し、食肉の安全と県äの安心を確保す

る。

【Ｒ４年度実績】

　検査実績　牛：15頭、めん羊・山羊：0頭　　計：15頭

545 545

消費・生活安全

課動物°護係

未承認医薬品危害防

止事業

（医薬品医ö機器等

法）

　未承認医薬品の買い上げ検査や県äへの啓発にcり、危険医薬

品等にcる健康被害を防止する。

207 266 薬務課

食品生活試験事業

（食品�生法）

　食品�生法等に¥づN残留農薬、食品添加物、器|・¯器��

など各種検査を実施する。

85 u4

保健研究セン

ター

大気・水質試験事業

（水質汚職防止法、

大気汚染防止法等）

　生活環境の保全を¢る一環として、空気や水に含まれる環境汚

染物質等の測定を実施する。

710 711

景観・環境総合

センター

保健�生試験事業

（感染症法、食品�

生法、£¤保健法、

水道法、�衆浴場法

等）

　感染症、食品�生、環境�生等の予防対�の一環として微生物

及び理化学試験検査を実施する。

1,205 1,338

保健研究セン

ター

依頼試験研究指導事

業

（産業振興総合セン

ター手数料条例）

　~業Odの依頼に¥づき、工業製品等の試験・分析を行M。

　　定性分析、定量分析、材料強度試験、繊維試験等

　依頼件数【Ｒ４年度実績】382件

　　　　　【Ｒ５年度予定】400件

10,6uu 12,185

産業振興総合セ

ンター

事業名

(ë×法}等)

事　　業　　の　　Ý　　�　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

－ 16－ － 17－



４．適正な消費者取引の確保４．適正な消費者取引の確保４．適正な消費者取引の確保４．適正な消費者取引の確保

（１）表示・規格・計量の適正化（１）表示・規格・計量の適正化（１）表示・規格・計量の適正化（１）表示・規格・計量の適正化

Ｒ５年度 Ｒ４年度

不当景品類及び不当

表示防止法の適正運

用

（不当景品類及び不

当表示防止法）

　不当景品類及び不当表示防止法を適正に運用することにより、

商品や役務等の取引に関する不当な顧客誘引を防止する。

１．消費者庁、農林水産省近畿農政局、近畿各府県、その他関係

　団体との連絡調Ï・会議

２．消費生活相談窓口への法に関する情報提供・解釈指導

３．被疑事件の調査

　(1) 職権探知による調査

　(2) î告及び通知による調査

　(3) 公正取引協議会との連携による集中指導

４．悪質事業者に²する行政指導・行政処分

【Ｒ４年度実�】

　・一般社団法人関西広告審査協会「奈良県関係官庁連絡会」等

【Ｒ５年度予定】

　・一般社団法人関西広告審査協会「奈良県関係官庁連絡会」等

12 26

消費・生活安全

課消費者行政係

自主基準設定に関す

る事業

（不当景品類及び不

当表示防止法）

　事業者団体P自主商品に関する表示方法や景品提供の方法につ

いて定める（＝自主基準の設定）ことにより、消費者の適正な選

択を確保し、また、事業者間の公正な競争の促進を図る。

 K県内の事業者団体における自主基準設定状況＞

　　・吉野葛適正表示基準（S58.9.1施行）

　　・油菓子の表示に関する自主基準（S60.10.1施行）

－ －

消費・生活安全

課消費者行政係

家庭用品品質表示法

に基づく調査事務

（家庭用品品質表示

法）

　消費者P商品を選択する際の目安となるよう、「家庭用品品質

表示法」では、品目を指定し、その材質や取扱方法について表示

事1を定めている。

　県は、指定された品目で表示事1を表示していなかったり、表

示の標準をªdない事業者などに²する指示、また、その状況に

応じて立入検査を実施し、家庭用品の品質に関する表示の適正化

を図る。

－ － £¤産業課

食品表示適正化事業

（食品表示法）

　食品表示法に基づく食品表示の適正化を推進するため、食品表

示の状況を日常的にモニターし県に報告する食品表示fポーター

を公募により100名程度選nし、不適正表示に²する監視及び指

導の強化を図る。

　食品表示110番を設置・運�し、疑�情報を収集する。

【Ｒ４年度実�】

 　食品表示fポーターによる表示確認回数　1,499回

16 16

消費・生活安全

課食品安全推進

係

計量器の検定・検査

（計量法）

　取引・証明における適正計量を確保するため、使用中の質量計

について精度確認の定期検査を行う。

　また、県内事業者に²して適正な計量の実施P確保されている

かについて確認し、必要な措置を講じるため立入検査及び巡回指

導を行う。

1,251 1,552

産業振興総合セ

ンター

適正計量推進事業

　県内事業者における流通商品の適正な計量&�を促進するた

め、全国一Â商品量目立入検査と連動した商品の買上・検査を行

う。

【Ｒ４年度実�】中元期・年末期　２回実施

【Ｒ５年度予定】中元期・年末期　２回実施

265 265

産業振興総合セ

ンター

計量¯のÓ及事業

　計量行政の適正な執行のため、都道府県計量行政協議会等を通

じて、国及び都道府県等との情報z換を図る。また、適正な計量

の実施を確保するために主n計量者講を実施する。

629 564

産業振興総合セ

ンター

事業名

(ë×法}等)

事　　業　　の　　Ý　　要　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

Ｒ５年度 Ｒ４年度

危険物行政推進事業

（消防法）

　危険物取扱者及び消防設備士に対する法定講習を行い危険物等

に係る災害を防止する。

　・危険物取扱者及び消防設備士の法定講習委託事務

【Ｒ４年度実績】

　講習会 ・危険物取扱者 I回（５月、６月、９月(２回)、

　　　　　　　　　　　　　　　10月、11月、12月、2月）

　　　　 ・消防設備士　 ２回（７月、２月）

6,518 5,883 消防救急課

悪質商法等取締り 　悪質な生活侵害事犯等の取締りを推進する。 － － 県警生活環境課

（２）試験・検査及び調査（２）試験・検査及び調査（２）試験・検査及び調査（２）試験・検査及び調査

食品の検査にcる安

全確認事業

（食品�生法、食品

表示法）

　消費者に安全性の3い食品を�給するため、食品�に含まれる

食品添加物、残留農薬・動物用医薬品、食�毒原因菌及び遺伝子

組換え食品等の試験検査を実施する。

【Ｒ４年度実績】�去検査　643検体

　　　　　　　　・県産農産物bニタリング調査　103検体

16,61u 21,032

消費・生活安全

課食品安全推進

係

食品�生検査所

保健研究セン

ター

伝達性海綿状脳症

※

スクリーニング検査

（と畜場法等）

（※牛海綿状脳症

(BSE)を含[）

　§�県食肉センターに搬入される牛、めん羊及び山羊にWい

て、と畜場法等に¥づき「と畜検査F及び「伝達性海綿状脳症ス

クリーニング検査Fを実施し、食肉の安全と県äの安心を確保す

る。

【Ｒ４年度実績】

　検査実績　牛：15頭、めん羊・山羊：0頭　　計：15頭

545 545

消費・生活安全

課動物°護係

未承認医薬品危害防

止事業

（医薬品医ö機器等

法）

　未承認医薬品の買い上げ検査や県äへの啓発にcり、危険医薬

品等にcる健康被害を防止する。

207 266 薬務課

食品生活試験事業

（食品�生法）

　食品�生法等に¥づN残留農薬、食品添加物、器|・¯器��

など各種検査を実施する。

85 u4

保健研究セン

ター

大気・水質試験事業

（水質汚職防止法、

大気汚染防止法等）

　生活環境の保全を¢る一環として、空気や水に含まれる環境汚

染物質等の測定を実施する。

710 711

景観・環境総合

センター

保健�生試験事業

（感染症法、食品�

生法、£¤保健法、

水道法、�衆浴場法

等）

　感染症、食品�生、環境�生等の予防対�の一環として微生物

及び理化学試験検査を実施する。

1,205 1,338

保健研究セン

ター

依頼試験研究指導事

業

（産業振興総合セン

ター手数料条例）

　~業Odの依頼に¥づき、工業製品等の試験・分析を行M。

　　定性分析、定量分析、材料強度試験、繊維試験等

　依頼件数【Ｒ４年度実績】382件

　　　　　【Ｒ５年度予定】400件

10,6uu 12,185

産業振興総合セ

ンター

事業名

(ë×法}等)

事　　業　　の　　Ý　　�　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

－ 16－ － 17－



Ｒ５年度 Ｒ<年度

小売物価統計調査

（統計法に基づく基

幹統計調査、小売物

価統計調査規則）

【調査の目的】

　国民の消費生活上重要な支出の対象となる商品の小売価Í、

サービス料金（価Í調査）�^家賃（家賃調査）を、�国的な規

模で小売店舗、サービスを提供する事業所等から毎月調査Q、消

費者物価指数その他物価に関する基礎資料を得る。

【実Òß関】総務省統計局

【調査の対象】

　＜動向編＞

　　価Í調査 ― 総務省が定める調査£区（奈良市、田原本町）

　　　　　　　　において代表的な店舗等での小売価Íを調査

　　家賃調査 ― 総務省が定める調査£区（奈良市、田原本町）

　　　　　　　　において民営借家に住む世帯の家賃等を調査

　 ＜構造編＞

　　総務省が定める調査£区（橿原市、桜井市、五條市、生駒

　　市）において、£¤にcる小売価Íの差を調査

【主な調査項目】

　＜動向編＞

　　価Í調査 ― 商品の小売価Í、サービス料金（授業料、å道

　　　　　　　　料、保育料など)など〈指定345品目V

　　家賃調査 ― 住¿の１か月分の家賃、延面積など

　＜構造編＞

　　商品の小売価Íなど〈指定58品目V

11,143 10,331 統計分析課

家計調査

（統計法に基づく基

幹統計調査、家計調

査規則）

【調査の目的】

　�国の世帯を対象に国民生活における家計収支の実態を毎月調

査Q、個人消費の動向や£¤的差òを明らかにすることで、国の

経済政策や社会政策立案のための基礎資料を得る。

【実Òß関】　総務省統計局

【調査の対象】

　　二人以上の一般世帯 ― 奈良市 96世帯

　　　　　　　　　　　　　五條市 12世帯

　　単身世帯 ―　　　　　 奈良市 I世帯

　　　　　　　　　　　　  五條市 １世帯

19,202 19,19s 統計分析課

公衆浴場入浴料金統

制額の指定に関する

事業

（物価統制}、奈良

県公衆浴場入浴料金

協議会規則）

・公衆浴場入浴料金協議会の開催

　公衆浴場営業者からの料金改定申請を受けて協議会への諮問を

行い、知事が料金改定の指定を行M。

【直近の開催の実績】

　　開催日　　　}和５年７月31日

　　料金改定日　}和５年10月１日

　　改定料金　　大人480円、中人200円、小人100円　に改定

96 96

消費・生活«�

課営業指´�

事業名

(根拠法}等)

事　　業　　の　　Ý　　要　　等　

当初予算額

（単�B£円）

所　管　課

（２）契約の適正化（２）契約の適正化（２）契約の適正化（２）契約の適正化

Ｒ５年度 Ｒ４年度

特定商取引に関する

法律及び割賦販売法

の適正運用

（特定商取引に関す

る法律、割賦販売

法）

　特定商取引に関する法律及び割賦販売法を適正に運用すること

により、消費者の利益を保護し、取引の適正化を図る。

１．消費者庁、経済産業省近畿経済産業局、近畿各府県、その他

　関係¡体等との!�調Ï・会�

２．消費生活相談窓口への法}に関する情報Ë�・解釈指導

３．被疑事件の調査

　(1) 職権探知による調査

　(2) î}又は通知による調査

４．悪質事業者に対する行政指導・行政処分

５．法に関する啓発

52 261

消費・生活安全

課消費者行政係

奈良県消費生活条例

の適正運用

　県消費生活条例を適正に運用することにより、消費者の利益を

保護し、取引の適正化を図る。

１．消費生活相談窓口への条例に関する情報Ë�・解釈指導

２．被疑事件の調査

　(1) 職権探知による調査

　(2) î�又は通知による調査

３．悪質事業者に対する行政指導

４．条例に関する啓発

－ －

消費・生活安全

課消費者行政係

宅地建物取引業法施

行事務

（宅地建物取引業

法）

　宅地建物取引業者等の免許・登録及び指導監督を行Mことによ

り、その業務の適正な運営と宅地建物取引の�正を確保し、宅地

建物の購入者等の保護と流通の円ë化を図る。

【Ｒ４年度実�J宅地建物取引業者の免許（新規・更新）

　　　　　　　　宅地建物取引士の登録及び取引士証のz|

　　　　　　　　宅地建物取引業法に¥づく指導監督

【Ｒ５年度予定J　　　　　同　　上

2,387 1,660 建築安全推進課

旅行業法施行業務

（旅行業法）

　旅行業等を営む者の登録制度を実施することにより、業務の適

正な運営を確保し、旅行業務に関する取引の�正の維持、旅行の

安全確保及び旅行者の利便の増進を図る。

71 56

ならの観光力向

上課

（�）T�の2X化（�）T�の2X化（�）T�の2X化（�）T�の2X化

物価安定対策事業

　物価の3騰による社会的影響が懸念される場合や災害の発生等

による生活関!物資の需給・ひっ迫等、不測の事態の発生の際

は、関係ß関と!Ìし、小売店舗への価格調査を実施し、不合理

な価格¦成を未然に.áする。

　�Ã時に即時に国・¸ñÕと!Ìできる体制をÏNるた`、通

常時においては国等による消費・物価動向情報を把握する。

－ － 地¤産業課

食品流通対策事業 　食と�の!Ì強化や経営¥盤の強化を通じた食品産業の体質強

化、食品流通の�率化・活Ä化の推進に向け、関係ß関との調Ï

を図るととaに、情報�0、発�の強化を図る。

327 327

豊かな食と�の

振興課

事業名

（根拠法}等）

事　　業　　の　　Ý　　�　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

－ 18－ － 19－



Ｒ５年度 Ｒ<年度

小売物価統計調査

（統計法に基づく基

幹統計調査、小売物

価統計調査規則）

【調査の目的】

　国民の消費生活上重要な支出の対象となる商品の小売価Í、

サービス料金（価Í調査）�^家賃（家賃調査）を、�国的な規

模で小売店舗、サービスを提供する事業所等から毎月調査Q、消

費者物価指数その他物価に関する基礎資料を得る。

【実Òß関】総務省統計局

【調査の対象】

　＜動向編＞

　　価Í調査 ― 総務省が定める調査£区（奈良市、田原本町）

　　　　　　　　において代表的な店舗等での小売価Íを調査

　　家賃調査 ― 総務省が定める調査£区（奈良市、田原本町）

　　　　　　　　において民営借家に住む世帯の家賃等を調査

　 ＜構造編＞

　　総務省が定める調査£区（橿原市、桜井市、五條市、生駒

　　市）において、£¤にcる小売価Íの差を調査

【主な調査項目】

　＜動向編＞

　　価Í調査 ― 商品の小売価Í、サービス料金（授業料、å道

　　　　　　　　料、保育料など)など〈指定345品目V

　　家賃調査 ― 住¿の１か月分の家賃、延面積など

　＜構造編＞

　　商品の小売価Íなど〈指定58品目V

11,143 10,331 統計分析課

家計調査

（統計法に基づく基

幹統計調査、家計調

査規則）

【調査の目的】

　�国の世帯を対象に国民生活における家計収支の実態を毎月調

査Q、個人消費の動向や£¤的差òを明らかにすることで、国の

経済政策や社会政策立案のための基礎資料を得る。

【実Òß関】　総務省統計局

【調査の対象】

　　二人以上の一般世帯 ― 奈良市 96世帯

　　　　　　　　　　　　　五條市 12世帯

　　単身世帯 ―　　　　　 奈良市 I世帯

　　　　　　　　　　　　  五條市 １世帯

19,202 19,19s 統計分析課

公衆浴場入浴料金統

制額の指定に関する

事業

（物価統制}、奈良

県公衆浴場入浴料金

協議会規則）

・公衆浴場入浴料金協議会の開催

　公衆浴場営業者からの料金改定申請を受けて協議会への諮問を

行い、知事が料金改定の指定を行M。

【直近の開催の実績】

　　開催日　　　}和５年７月31日

　　料金改定日　}和５年10月１日

　　改定料金　　大人480円、中人200円、小人100円　に改定

96 96

消費・生活«�

課営業指´�

事業名

(根拠法}等)

事　　業　　の　　Ý　　要　　等　

当初予算額

（単�B£円）

所　管　課

（２）契約の適正化（２）契約の適正化（２）契約の適正化（２）契約の適正化

Ｒ５年度 Ｒ４年度

特定商取引に関する

法律及び割賦販売法

の適正運用

（特定商取引に関す

る法律、割賦販売

法）

　特定商取引に関する法律及び割賦販売法を適正に運用すること

により、消費者の利益を保護し、取引の適正化を図る。

１．消費者庁、経済産業省近畿経済産業局、近畿各府県、その他

　関係¡体等との!�調Ï・会�

２．消費生活相談窓口への法}に関する情報Ë�・解釈指導

３．被疑事件の調査

　(1) 職権探知による調査

　(2) î}又は通知による調査

４．悪質事業者に対する行政指導・行政処分

５．法に関する啓発

52 261

消費・生活安全

課消費者行政係

奈良県消費生活条例

の適正運用

　県消費生活条例を適正に運用することにより、消費者の利益を

保護し、取引の適正化を図る。

１．消費生活相談窓口への条例に関する情報Ë�・解釈指導

２．被疑事件の調査

　(1) 職権探知による調査

　(2) î�又は通知による調査

３．悪質事業者に対する行政指導

４．条例に関する啓発

－ －

消費・生活安全

課消費者行政係

宅地建物取引業法施

行事務

（宅地建物取引業

法）

　宅地建物取引業者等の免許・登録及び指導監督を行Mことによ

り、その業務の適正な運営と宅地建物取引の�正を確保し、宅地

建物の購入者等の保護と流通の円ë化を図る。

【Ｒ４年度実�J宅地建物取引業者の免許（新規・更新）

　　　　　　　　宅地建物取引士の登録及び取引士証のz|

　　　　　　　　宅地建物取引業法に¥づく指導監督

【Ｒ５年度予定J　　　　　同　　上

2,387 1,660 建築安全推進課

旅行業法施行業務

（旅行業法）

　旅行業等を営む者の登録制度を実施することにより、業務の適

正な運営を確保し、旅行業務に関する取引の�正の維持、旅行の

安全確保及び旅行者の利便の増進を図る。

71 56

ならの観光力向

上課

（�）T�の2X化（�）T�の2X化（�）T�の2X化（�）T�の2X化

物価安定対策事業

　物価の3騰による社会的影響が懸念される場合や災害の発生等

による生活関!物資の需給・ひっ迫等、不測の事態の発生の際

は、関係ß関と!Ìし、小売店舗への価格調査を実施し、不合理

な価格¦成を未然に.áする。

　�Ã時に即時に国・¸ñÕと!Ìできる体制をÏNるた`、通

常時においては国等による消費・物価動向情報を把握する。

－ － 地¤産業課

食品流通対策事業 　食と�の!Ì強化や経営¥盤の強化を通じた食品産業の体質強

化、食品流通の�率化・活Ä化の推進に向け、関係ß関との調Ï

を図るととaに、情報�0、発�の強化を図る。

327 327

豊かな食と�の

振興課

事業名

（根拠法}等）

事　　業　　の　　Ý　　�　　等　

当初予算額

（単位：千円）

所　管　課

－ 18－ － 19－


